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１．業務の適正を確保するための体制
取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制、その他会

社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりでありま
す。

<内部統制システムに関する基本的な考え方>
当社は、業務執行等に関わる内部統制システムの整備・充実によって、業務の実効性お

よび適正を確保することが、企業価値の持続的な向上のために重要であると認識し、「内部
統制規程」を制定するとともに以下の施策に取り組んでおります。なお、内部統制システ
ムの整備・運用状況については取締役会において毎年見直しを行い、経営環境の変化や法
令の新設・改廃等に的確に対応し、その実効性を確保いたします。

<内部統制システムの整備状況>
（１）取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

①「企業倫理憲章」「企業行動規範」を制定するとともに、コンプライアンスに関わる諸施
策の企画、実行、管理等を行う「コンプライアンス委員会」を設置し、企業倫理の浸透と
法令遵守の徹底を図る。

②取締役は会社における法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事実があること、
および会社に著しい損害を及ぼすおそれのあることを発見した場合、直ちに監査役に報告
のうえ、遅滞なく取締役会に報告し、是正措置をとる。

③取締役の職務執行における不祥事の未然防止および法令遵守状況を確認するため、取締役
は「取締役職務執行確認書」に自署・押印し、取締役会に提出する。

④日常業務の法令等への抵触を防止するため、業務に関わる法令規定事項につき、定例的に
その遵守状況を確認する。不備があった場合には直ちに是正するとともに、監査役に報告
する。

⑤定期的な内部監査により、法令および定款への適合性の確認を行う。不備があった場合は
是正指示および是正処置後の改善確認を行う。

⑥コンプライアンス上疑義のある行為の早期発見と早期是正を図る仕組みとして、内部監査
室と社外の弁護士事務所に内部通報窓口を設置する。
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（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
①法令および社内規定（文書管理規程、文書管理基準等）に基づき、株主総会・取締役会・
その他重要な会議の議事録、伺書、その他取締役の職務執行に係る情報を適切に保存・管
理し、取締役、監査役、会計監査人などが、必要に応じて閲覧できる状態を維持する。

②情報管理については「情報セキュリティ基本規程」を定め、情報セキュリティに関する体
制・役割・責任を明確化させるとともに、「情報セキュリティ委員会」により情報セキュ
リティの強化、啓蒙等の諸施策を全社一体で推進する。
イ．経営機密、営業機密等の企業機密情報は「機密管理規程」に基づき厳正に管理し、当

該情報の漏洩、改竄、不正利用を防止する。
ロ．個人情報については、プライバシーマークの認証に基づく個人情報保護マネジメント

システムの構築・運用により、個人情報保護の継続的改善を図るとともに、個人情報
保護法等の関連法令に則り適正に取扱う。

（３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①全社的なリスク管理はリスク管理担当の取締役が統括し、「リスク管理規程」で定めた
個々のリスクに対する管理責任者のもと管理体制を構築する。

②経営に重大な影響を及ぼすリスクが顕在化または発生した場合には、社長を本部長とする
対策本部を設置して迅速な対応を図るとともに、顧問弁護士等と連携を密にしながら、リ
スク拡大を防止し、これを最小限に止める。

③大規模災害等のリスクに直面した場合においても社会的責任を果たすべく、「事業継続規
程」に基づき、迅速かつ効率的に対応し、業務への影響を最小化する。

（４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①取締役および使用人が共有する全社的な経営目標および中期経営目標・施策を定めるとと
もに、これらに基づく毎期の予算を設定し、業務を遂行する。

②原則月１回開催する取締役会および月数回開催する経営会議において、重要な経営課題に
ついて審議、決定を行い、取締役全員の共通認識とする。 また業績および管理データを
レビューし、予実差の要因分析、改善を行い、必要に応じて目標達成に向けた施策を打ち
出す。

③取締役の職務執行については、「役員規程」「職務権限規程」「業務分掌規程」等において、
責任および分掌を定めるとともに、それらに関わる規程、規則等において詳細を定め、そ
の効率性を確保する。
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（５）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する体制と当該使用人の取締役からの独立性に関する事項
監査役からその職務を補助すべき使用人を置くことを求められた場合には、取締役会は

監査役と協議のうえ配置する。また、この場合、当該使用人への指揮権は監査役に移譲さ
れ、任命、異動等の人事権に係る事項の決定には、監査役の事前同意を得る。

（６）取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体
制および監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①監査役は、重要な意思決定の過程および職務の執行状況を把握するため、重要な会議へ出
席するとともに、代表取締役が決裁する重要書類を閲覧し、必要に応じてそれらの説明を
求める。

②内部監査室は内部監査実施後、監査役にその監査結果および是正処置後の改善結果を報告
する。

③取締役および使用人は、会社の業務または業績に影響を与える重要な事実をはじめ、法令
または監査役会規程に定める事項のほか、監査役から要請のある事項について必要な報告
を行う。なお、当該報告を行ったことを理由として、報告者が不利益を受けることのない
ようにする。

④監査役は、職務を適切かつ実効的に執行するため、経営者、会計監査人、内部監査室との
意思疎通を図る定例的な会合をもち、意見および情報の交換を行う。

⑤監査の実施にあたり監査役が必要と認めた場合、弁護士・公認会計士などの外部専門家を
含めた適切な体制をとる。

⑥監査役の職務の執行について生じる費用または債務の処理については、監査役の請求に基
づき会社が負担する。
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（７）財務報告の信頼性・適正性を確保するための体制
①金融商品取引法等の関係法令・会計基準等の定めに従って「財務経理規則」を整備するな
ど、金融商品取引法に基づく内部統制報告書の有効かつ適切な提出に向けた内部統制シス
テムの構築を行う。

②不正や誤謬の発生するリスクの管理、予防および牽制などその仕組みが適正に機能するこ
とを継続的に検証し、不備があれば必要な是正を行うことで正確な財務諸表を作成し、財
務報告の信頼性・適正性を確保する。

（８）反社会的勢力排除に向けた体制
①反社会的勢力との関係を遮断するとともに、社会から排除して社会正義を実現すること
は、企業防衛の観点からも、また企業の社会的責任の観点からも必要不可欠と認識し、次
の事項を基本方針として掲げる。
イ．反社会的勢力とは一切の係わりを持たない。
ロ．反社会的勢力からの不当な要求に対しては、毅然と対応し、これを拒絶する。
ハ．反社会的勢力の活動を助長する行為には、一切これに関与しない。

②反社会的勢力に対する対応部署を総務部とし、情報の一元管理、警察などの外部機関や関
連団体との信頼関係の構築および連携に努め、反社会的勢力排除に向けた社内体制の整
備・運用を図る。

③「企業倫理憲章」「企業行動規範」に反社会的勢力排除に向けた方針・行動を掲げ、反社
会的勢力排除に関する誓約書の取得等により、社内に周知、徹底する。

④取引基本契約書に次の反社会的勢力排除条項を規定する。
イ．反社会的勢力でないこと。
ロ．反社会的勢力の活動を助長しないこと。
ハ．反社会的勢力またはその関係者と判明した場合は契約を即時解除できること。
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２．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおり

であります。
（１）コンプライアンス体制に関する運用状況

①年２回、「コンプライアンス委員会」を開催し、コンプライアンス施策の検討やコンプラ
イアンス状況の確認を行っております。また、年１回、「情報セキュリティ委員会」を開
催し、全社的な情報セキュリティ施策の検討や個人情報保護マネジメントシステムの運用
状況の確認・見直しを行っております。

②日常業務におけるコンプライアンス状況について、年２回、コンプライアンスチェックリ
ストを用いて点検し、その結果をコンプライアンス委員会に報告しております。

③年２回、「ノーミス・情報セキュリティ強化月間」を設け、業務過誤の防止と情報セキュ
リティの強化に向けた施策を企画・実施しております。また、年１回、全従業者を対象と
した「情報セキュリティとコンプライアンス」の勉強会を開催し、コンプライアンスと情
報セキュリティの啓蒙を図っております。

④内部通報制度として、社内と社外に窓口を設置し運用しております。

（２）リスク管理体制に関する運用状況
①リスク管理規程に基づき、当社の保有するリスクをリスク管理台帳において特定・一覧化
し、経営に重大な影響を及ぼすリスクについては、未然防止策および発生時の基本的対応
手順を定めております。

②災害に関する取組として、特に大規模震災発生時の連絡手段の確保を目的とし安否確認シ
ステムを導入しており、年２回、その運用訓練を実施しております。

（３）内部監査に関する運用状況
①内部監査室は、期初に策定した内部監査実施計画に基づき、日常業務における業務監査を
実施しております。各オフィスは年３回、本社各部署は年１回の業務監査を実施し、その
結果を取締役会に報告しております。

②内部監査室は、財務報告に係る内部統制の整備・運用状況について、内部統制モニタリン
グ実施要綱に基づき、有効性および適正性を検証しております。その結果を都度取締役・
監査役へ報告しております。
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（４）取締役の職務執行に関する運用状況
①定期的に取締役会を開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、会社法等で定め
られた事項および経営に関する重要事項について、迅速な経営判断・職務執行ができるよ
うに、審議、決議を行いました。また、経営会議を開催し、取締役会付議事項および重要
事項を事前に協議するほか、全社的な課題等の情報を取締役間で共有しております。

②取締役の指名、報酬等に係る取締役会の機能の独立性・透明性・客観性および説明責任を
強化し、コーポレート・ガバナンスの充実を図ることを目的として、取締役会の諮問機関
（任意の委員会）として指名・報酬委員会を設置しております。指名・報酬委員会は、取
締役会の諮問に応じて、取締役の指名、報酬等の重要な事項を審議し、取締役会に答申を
行いました。

（５）監査役の職務遂行に関する運用状況
①監査役は、監査役会を原則として毎月１回開催するほか、必要に応じて臨時監査役会を開
催しております。また、取締役会をはじめ、コンプライアンス委員会、情報セキュリティ
委員会、経営会議、業務執行会議等の重要な会議に出席しております。

②監査役は、監査役会において定めた監査計画に基づき監査を実施するとともに、代表取締
役社長、取締役および会計監査人との定期的な面談、意見交換の場を設けております。
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株主資本等変動計算書（2024年４月１日から2025年３月31日まで） （単位：千円）
株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計資 本

準備金
その他
資 本
剰余金

資 本
剰余金
合 計

利 益
準備金

その他利益剰余金 利 益
剰余金
合 計

別 途
積立金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 733,360 623,845 678 624,523 144,000 4,090,000 5,634,894 9,868,894 △371,818 10,854,960

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △481,886 △481,886 △481,886

当 期 純 利 益 1,189,246 1,189,246 1,189,246

自己株式の取得 △36 △36

自己株式の処分 21 21 14 36

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）
当 期 変 動 額 合 計 − − 21 21 − − 707,359 707,359 △21 707,359

当 期 末 残 高 733,360 623,845 700 624,545 144,000 4,090,000 6,342,254 10,576,254 △371,840 11,562,319

評 価・換 算 差 額 等 純資産
合 計その他有価証券

評価差額金
土地再評価
差額金

評価・換算差額等
合 計

当 期 首 残 高 129,036 △17,285 111,751 10,966,711

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △481,886

当 期 純 利 益 1,189,246

自己株式の取得 △36

自己株式の処分 36

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

10,066 10,066 10,066

当 期 変 動 額 合 計 10,066 − 10,066 717,426

当 期 末 残 高 139,103 △17,285 121,818 11,684,137
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（１）資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
イ. 市場価格のない株式等以外のもの …… 時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算
定）によっております。

ロ. 市場価格のない株式等 …… 移動平均法による原価法によっております。

②棚卸資産の評価基準及び評価方法
仕掛品 ………………………… 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）によっておりま
す。

（２）固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。
ただし、2016年４月１日以降取得した建物附属設備及び構築物については、定額法に

よっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ６年〜18年
器具備品 ４年〜20年

②無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ

いております。

③リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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（３）引当金の計上基準
①賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

②退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しております。

イ. 退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させ

る方法については、給付算定式基準によっております。

ロ. 数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（７年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生事業年度
から費用処理しております。
年金資産が退職給付債務を上回る部分については、前払年金費用として固定資産に計

上しております。

③受注損失引当金
受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末において、将来の損失が見込ま

れ、かつ当該損失額を合理的に見積ることができるものについて、翌事業年度以降の損失
見込額を計上しております。

④役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しておりま

す。
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（４）収益及び費用の計上基準
当社の事業は、情報サービス事業ならびにこれらの附帯業務の単一事業であり、履行義

務はネットワークサービス業務、システム開発業務、システム運用業務であります。顧客
との契約形態は請負契約・委託契約・派遣契約に区分され、当該履行義務を充足する通常
の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
なお、契約金額の算定は、作業者・作業内容および工数等を加味し決定しております。

① 請負契約
当社社員は顧客に常駐し、作業の進捗に伴い顧客に財又はサービスが移転し、一定の

期間にわたり履行義務を充足するものですが、当社の契約の大半は契約期間が短期であ
ることから、作業の完了をもって収益を認識しております。なお、契約期間が3か月超
にわたる契約については、その進捗度に応じて収益を認識しております。進捗度は、役
務提供が主となる契約は作業期間に応じて収益を認識し、成果物を有する契約は工数に
応じて収益を認識しております。

② 委託契約
当社社員は顧客に常駐し、顧客への役務提供を通じて一定の期間にわたり履行義務を

充足することから、契約期間に応じて収益を認識しております。

③ 派遣契約
当社社員は取引先に常駐し、顧客の指揮命令下のもと、役務提供を通じて一定の期間

にわたり履行義務を充足することから、契約期間に応じて収益を認識しております。

２．貸借対照表に関する注記
（１）有形固定資産から直接控除した減価償却累計額 172,210千円

（２）土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土
地の再評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。
再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布 政令第119号）第２条第

３号に定める土地課税台帳(2001年１月１日基準日)に登録されている価格に、合理的な
調整を行って算出しております。

再評価を行った年月日 2002年３月31日
再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 △957千円
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３．株主資本等変動計算書に関する注記
（１）発行済株式の総数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首
株式数

当事業年度増加
株式数

当事業年度減少
株式数

当事業年度末
株式数

普通株式 8,264,850株 8,264,850株 − 16,529,700株
（注）１.増加数の内訳は、次のとおりであります。

株式分割による増加 8,264,850株
２.当社は、2024年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。

（２）自己株式の数に関する事項
株式の種類 当事業年度期首

株式数
当事業年度増加

株式数
当事業年度減少

株式数
当事業年度末

株式数
普通株式 492,481株 492,521株 38株 984,964株
（注）１.増加数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取による増加 40株
株式分割による増加 492,481株

２.減少数の内訳は、次のとおりであります。
単元未満株式の売却による減少 38株

３.当社は、2024年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。

（３）剰余金の配当に関する事項
①配当金支払額
イ．2024年６月21日開催の当社第62回定時株主総会決議による配当に関する事項

株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日
普通株式 264,260千円 34.00円 2024年３月31日 2024年６月24日

ロ．2024年11月５日開催の当社取締役会決議による配当に関する事項
株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

普通株式 217,626千円 28.00円 2024年９月30日 2024年11月27日

②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌事業年度になるもの
2025年６月24日開催の当社第63回定時株主総会において次のとおり付議いたします。

決 議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 １株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2025年６月24日
定時株主総会 普通株式 279,805千円 利益剰余金 18.00円 2025年３月31日 2025年６月25日
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４．税効果会計に関する注記
（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）
賞与引当金 367,415 千円
賞与引当金に係る未払社会保険料 52,660
未払事業税 25,687
未払事業所税 4,067
受注損失引当金 25
一括償却資産 4,337
役員退職慰労引当金 27,999
その他 10,596
繰延税金資産合計 492,790

（繰延税金負債）
前払年金費用 △199,887 千円
その他 △39,075
繰延税金負債合計 △238,962
繰延税金資産の純額 253,827

（２）法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で

成立し、2026年４月１日以後開始する事業年度より「防衛特別法人税」の課税が行われるこ
とになりました。
これに伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等に

係る繰延税金資産及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.62％から31.52％に変更
し計算しております。
なお、法人税等の税率の変更による影響は軽微であります。

５．金融商品に関する注記
（１）金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針
当社の事業活動に必要な資金は、主として内部資金を源泉としておりますが、一部、長期

的な観点から金融機関より借入を実行しております。
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資金運用については、余裕資金の範囲内での運用を目的として、主に安全性と流動性の高
い金融商品で運用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である売掛金及び契約資産は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、長期に

滞留しているものはありません。
有価証券及び投資有価証券は、株式や債券であり、市場価格の変動リスクに晒されており

ます。
借入金は主に事業資金の調達を目的としたものであり、全て１年以内の返済期日でありま

す。
イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社の債権管理基準に則り、取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごと
に期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握を
図っております。

ロ．市場リスク（市場価格の変動リスク）の管理
当社は、有価証券及び投資有価証券について、定期的に時価を把握し、月次の保有状

況を取締役会に報告しております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当社は、各部署からの報告に基づき財務経理部が適時に資金繰計画を作成・更新する

ことにより、流動性リスクを管理しております。

③金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算

定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるた
め、異なる前提状況等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

④信用リスクの集中
当事業年度末において、主要取引先への売上割合は最大で23％程度となっており、特定

の大口顧客への信用リスクの集中は限定的であると考えております。
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（２）金融商品の時価等に関する事項
2025年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。なお、市場価格のない株式等（貸借対照表計上額200千円）は、「その他
有価証券」には含めておりません。また、現金は注記を省略しており、預金は短期間で決済
されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（単位：千円）
貸借対照表計上額 時価 差額

売掛金 3,150,446 3,150,446 −
有価証券及び投資有価証券
その他有価証券 2,784,006 2,784,006 −

資産計 5,934,453 5,934,453 −
短期借入金 210,000 210,000 −

負債計 210,000 210,000 −
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（３）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相対価格に

より算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプット

を用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン
プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時
価を分類しております。

①時価で貸借対照表に計上している金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
有価証券及び投資有価証券
その他有価証券
株式 308,166 − − 308,166
社債 − 2,475,840 − 2,475,840

資産計 308,166 2,475,840 − 2,784,006

②時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
売掛金 − 3,150,446 − 3,150,446

資産計 − 3,150,446 − 3,150,446
短期借入金 − 210,000 − 210,000

負債計 − 210,000 − 210,000
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（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
有価証券及び投資有価証券
上場株式及び社債は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引

されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。一方で、当社が保有し
ている社債は、市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認められない
ため、その時価をレベル２の時価に分類しております。

売掛金
売掛金の時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、債権額と満期までの期間及び

信用リスクを加味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に
分類しております。

短期借入金
短期借入金の時価は、一定の期間ごとに区分した債務ごとに、その将来キャッシュ・フ

ローと、返済期日までの期間及び信用リスクを加味した利率を基に割引現在価値法により
算定しており、レベル２の時価に分類しております。

６．資産除去債務に関する注記
（１）当該資産除去債務の概要

当社は本社ビル等の不動産賃借契約に伴う原状回復義務を有しておりますが、当該資産除
去債務に関しては、資産除去債務の負債計上に代えて、不動産賃借契約に関する敷金の回収
が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、そのうち当事業年度の負担に属
する金額を費用に計上する方法によっております。

（２）当該資産除去債務の金額の算定方法
使用見込期間は主に20年と見積り、敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額

を計算しております。

（３）当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減
資産除去債務の負債計上に代えて敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を合

理的に見積り、そのうち当事業年度の負担に属する金額を費用に計上する方法を用いてい
るものに関して、期首時点において敷金の回収が最終的に見込めないと算定した金額は
35,660千円であります。また、資産除去債務の期中における増減はありません。

2025年05月23日 14時51分 $FOLDER; 57ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



― 17 ―

７．１株当たり情報に関する注記
（１）１株当たり純資産額 751円64銭

（２）１株当たり当期純利益 76円50銭
(注)当社は、2024年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っており

ます。当事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額及
び１株当たり当期純利益を算定しております。

８．重要な後発事象に関する注記
（従業員向け株式交付信託の導入）
当社は、2025年５月１日開催の取締役会において、当社従業員（以下「従業員」といいま

す。）を対象とする従業員向けインセンティブ・プラン（以下「本制度」といい、本制度導入
のために設定される信託を「本信託」といいます。）の導入を決議し、また、本信託の受託者
が行う当社株式取得に関する事項について決定しました。

１．本制度導入の目的
当社従業員に対する福利厚生制度を拡充させるとともに、従業員の帰属意識を醸成し、

経営参画意識を持たせ、当社業績や株価上昇への意識を高めることにより、従業員エンゲ
ージメントの向上及び当社の中長期的な企業価値向上を図ることを目的として、本制度を
導入いたします。

２．本制度の概要
本制度は、当社が拠出する金銭を原資として本信託を設定し、本信託が当社普通株式

（以下「当社株式」といいます。）の取得を行い、各従業員へ本信託を通じて当社株式を交
付するインセンティブ・プランです。当該株式は、当社取締役会が定める株式交付規程に
従い各従業員へ交付されます。
本信託による当社株式の取得資金は、全額当社が拠出するため、従業員の負担はありま

せん。
本制度の導入により、従業員は当社株式の株価上昇による経済的な利益を享受すること

ができるため、株価を意識した従業員の業務遂行を促すとともに、従業員の勤労意欲を高
める効果が期待できます。
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３．本信託の概要
（１）名称 ：従業員向け株式交付信託（RS信託）
（２）委託者 ：当社
（３）受託者 ：三井住友信託銀行株式会社

（再信託受託者：株式会社日本カストディ銀行）
（４）受益者 ：従業員のうち受益者要件を満たす者
（５）信託管理人 ：株式会社赤坂国際会計
（６）議決権行使 ：受託者は、信託管理人からの指図に基づき、信託期間を通じ

議決権を行使します
（７）信託の種類 ：金銭信託以外の金銭の信託（他益信託）
（８）信託契約日 ：2025年５月21日
（９）金銭を信託する日 ：2025年５月21日
（10）信託終了日 ：2030年６月末日（予定）

４．本信託の受託者による当社株式取得に関する事項
（１）取得する株式の種類 ：普通株式
（２）株式の取得資金として信託する金額 ：299,700,000円
（３）取得する株式の総数 ：300,000株
（４）株式の取得方法 ：自己株式の処分による取得
（５）株式の取得時期 ：2025年５月21日
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（従業員向けインセンティブ・プラン（RS信託）の導入に伴う第三者割当による自己株式の
処分）
当社は、2025年５月１日開催の取締役会において、従業員向けインセンティブ・プランの

導入に伴い、自己株式の処分（以下「本自己株式処分」といいます。）を行うことについて決
定しました。

１．処分の概要
（１）処分期日 ：2025年５月21日
（２）処分する株式の種類及び数：当社普通株式300,000株
（３）処分価額 ：１株につき999円
（４）処分総額 ：299,700,000円
（５）処分先 ：三井住友信託銀行株式会社（信託口）

（再信託受託者：株式会社日本カストディ銀行（信託口））
２．処分の目的及び理由

当社は、2025年５月１日開催の取締役会において、当社従業員（以下「従業員」といい
ます。）に対する福利厚生制度を拡充させるとともに、従業員の帰属意識を醸成し、経営参
画意識を持たせ、当社業績や株価上昇への意識を高めることにより、従業員エンゲージメ
ントの向上及び当社の中長期的な企業価値向上を図ることを目的として、従業員向けイン
センティブ・プラン（以下「本制度」といいます。）を導入することといたしました。
本自己株式処分は、本制度導入のために設定される信託（以下「本信託」といいます。）

の受託者である三井住友信託銀行株式会社（信託口）（再信託受託者：株式会社日本カスト
ディ銀行（信託口））に対して行うものです。
処分数量（300,000株、議決権個数3,000個）につきましては、本制度導入に際し当社

が制定する株式交付規程に基づき、従業員の信託期間中の勤続年数等を勘案のうえ、従業
員に交付すると見込まれる株式数に相当するものであり、その希薄化の規模は、2025年３
月31日現在の発行済株式総数16,529,700株に対し1.81％（2025年３月31日現在の総議
決権個数154,807個に対する割合1.94％。いずれも、小数点以下第３位を四捨五入）とな
ります。
当社としましては、本制度は中長期的には当社の企業価値向上に繋がるものと考えてお

り、本自己株式処分による処分数量及び希薄化の規模は合理的であり、流通市場への影響
は軽微であると判断しております。
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３．処分価額の算定根拠及びその具体的内容
処分価額につきましては、最近の株価推移に鑑み、恣意性を排除した価額とするため、

2025年４月30日（取締役会決議日の直前営業日）の東京証券取引所における終値である
999円といたしました。
当該価額については、取締役会決議日の直前営業日の直近１ヵ月間（2025年３月31日

〜2025年４月30日）の終値平均960円（円未満切捨て）からの乖離率が4.06％、直近３
ヵ月間（2025年１月31日〜2025年４月30日）の終値平均977円（円未満切捨て）から
の乖離率が2.25％、あるいは直近６ヵ月間（2024年10月31日〜2025年４月30日）の終
値平均932円（円未満切捨て）からの乖離率が7.19％となっております（乖離率はいずれ
も小数点以下第３位を四捨五入）。
上記を勘案した結果、本自己株式処分に係る処分価額は、処分予定先に特に有利なもの

とはいえず、合理的と考えております。
また、上記処分価額につきましては取締役会に出席した監査役全員（４名、うち３名は

社外監査役）が、処分価額の算定根拠は合理的なものであり、処分予定先に特に有利な処
分価額には該当せず適法である旨の意見を表明しております。

４．企業行動規範上の手続きに関する事項
本自己株式処分は、①希薄化率が25％未満であること、②支配株主の異動を伴うもので

はないことから、東京証券取引所の定める有価証券上場規程第432条に定める独立第三者
からの意見入手及び株主の意思確認手続きは要しません。
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（役員退職慰労金制度の廃止及び譲渡制限付株式報酬制度の導入）
当社は、2025年５月１日開催の取締役会において、役員報酬制度の見直しを行い、役員退

職慰労金制度の廃止に伴う打ち切り支給及び取締役に対する新たなインセンティブ制度とし
て、譲渡制限付株式報酬制度（以下「本制度」といいます。）の導入を決議し、役員退職慰労
金制度の廃止に伴う打ち切り支給及び本制度導入に関する議案を2025年６月24日開催の第
63回定時株主総会（以下「本株主総会」といいます。）に付議することといたしました。

１．役員退職慰労金制度の廃止
当社は、役員報酬制度の見直しの一環として、役員退職慰労金制度を本株主総会の終結

の時をもって廃止いたします。
役員退職慰労金制度の廃止に伴い、本株主総会終結後も引き続き在任する取締役につき

ましては、本株主総会終結の時までの在任期間に対応する役員退職慰労金を打ち切り支給
することとし、本株主総会において株主の皆様のご承認を得たうえで、各取締役の退任時
に支給する予定です。
なお、当社は従来から、将来の役員退職慰労金の支給に備え、所定の基準に基づく要支

給額を役員退職慰労引当金として計上しておりますので、業績への影響は軽微であります。

２．本制度の導入目的等
（１）本制度の導入目的

本制度は、当社の取締役（以下のとおり社外取締役を除きます。）に対して、当社の企
業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、取締役と株主の皆様と
の一層の価値共有を進めることを目的として、取締役に対し、譲渡制限付株式を割り当
てるための報酬制度として導入するものです。

（２）本制度の導入条件
本制度の導入は、本株主総会において株主の皆様のご承認を得られることを条件とい

たします。なお、2006年６月23日開催の第44回定時株主総会において、当社の取締役
の報酬額は年額２億４千万円以内（使用人兼務取締役の使用人分給与を含みません。）と
ご承認をいただいておりますが、本株主総会では、かかる報酬枠とは別枠で、取締役
（社外取締役を除き、以下「対象取締役」といいます。）に対し、新たに譲渡制限付株式
の交付のための報酬を支給することといたします。

３．本制度の概要
本制度は、対象取締役に対し、原則として毎事業年度、譲渡制限付株式を割り当てるた

めに当社の取締役会決議に基づき金銭報酬債権を付与し、当該金銭報酬債権の全部を現物
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出資財産として会社に現物出資させることで、対象取締役に当社の普通株式を発行又は処
分し、これを保有させるものです。
本制度に基づき対象取締役に対して付与される金銭報酬債権の総額は、年額50百万円以

内とします。また、本制度により当社が発行し又は処分する普通株式の総数は年80,000株
以内（ただし、本株主総会による決議の日以降、当社の普通株式の株式分割（当社普通株
式の株式無償割当を含みます。）又は株式併合が行われた場合には、かかる分割比率又は併
合比率等に応じて調整されるものとします。）とし、１株当たりの払込金額は、各取締役会
決議の日の前営業日における東京証券取引所における当社の普通株式の終値（同日に取引
が成立していない場合は、それに先立つ直近取引日の終値）といたします。各対象取締役
への具体的な支給時期及び配分については、取締役会において決定するものとします。
なお、本制度による当社の普通株式の発行又は処分に当たっては、当社と対象取締役と

の間で譲渡制限付株式割当契約（以下「本割当契約」といいます。）を締結するものとし、
その内容として、次の事項が含まれることといたします。
① 対象取締役は、本割当契約により割当を受けた日から、原則として、取締役を退任する

日までの間、本割当契約により割当てを受けた当社の普通株式について譲渡、担保権の
設定その他の処分をしてはならないこと

② 一定の事由が生じた場合には当社が当該普通株式の全部又は一部を無償で取得すること
③ 当社取締役会においてあらかじめ設定した譲渡制限に関する解除条件の内容等

本制度により対象取締役に割り当てられた株式は、譲渡制限期間中の譲渡、担保権の設
定その他の処分をすることができないよう、譲渡制限期間中は、当社が定める証券会社
に対象取締役が開設する専用口座で管理される予定です。
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９．収益認識に関する注記
（１）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）
売上高 情報サービス業

ネットワークサービス 13,221,939
システム開発 2,287,346
システム運用 311,173
顧客との契約から生じる収益 15,820,459
その他の収益 −
外部顧客への売上高 15,820,459

（２）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

（4）収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

（３）顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係
並びに当事業年度末において存在する顧客との契約から翌事業年度以降に認識すると見込
まれる収益の金額及び時期に関する情報
①契約資産の残高等

（単位：千円）
当事業年度

顧客との契約から生じた債権(期首残高) 2,963,467
顧客との契約から生じた債権(期末残高) 3,150,446
契約資産(期首残高) 1,607
契約資産(期末残高) 1,324

契約資産は、顧客との契約について期末日時点で完了しているが未請求の履行義務に対す
る当社の権利に関するものであります。契約資産は対価に対する当社の権利が無条件になっ
た時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。当該契約に関する対価は、契約
条件にしたがって請求し、受領しております。

②残存履行義務に配分した取引価格
当社は予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、残存履行義務に関する情報の

開示を省略しております。

（注）計算書類の記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

2025年05月23日 14時51分 $FOLDER; 64ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）




